
























































































































































































18年度 19年度 20年度 21年度 22年度
支援団体数 96 81 103 128 136
支援金確定額 11,646,974円 9,633,423円 13,276,280円 15,845,790円 15,092,016円

















団体分類 団体数 団体分類 団体数
保健・医療・福祉の推進 24.8% 国際協力 0.8%
学術・文化・芸術・スポーツ振興 20.6% 男女共同参画社会の形成 0.8%
子どもの健全育成 17.5% 国際協力 0.8%
まちづくりの推進 11.1% 情報化社会の発展 0.8%
環境の保全 10.3% 職業能力の開発など 0.8%





17年度 18年度 19年度 20年度 21年度
届出総数　⒜ 6,266人 6,996人 5,633人 9,256人 10,164人
有効届出人数　※ 5,557人 6,344人 5,136人 8,278人 9,110人
個人市民税納税義務者数　⒝ 223,136人 234,033人 238,117人 242,239人 244,154人
投票率　⒜ /⒝ 2.8％ 3.0％ 2.4％ 3.8％ 4.2％













有効届出人数 5,557人 6,344人 5,136人
有効届出金額 13,418,960円 15,190,785円 13,927,870円
地域ポイントでの届出金額 ─ ─ 42,131円
支援金額総計 13,418,960円 15,190,785円 13,970,001円
平成20年度 平成21年度 平成22年度
有効届出人数 8,278人 9,110人 8,893人
有効届出金額 19,322,365円 21,331,214円 19,445,065円
地域ポイントでの届出金額 111,327円 132,509円 163,299円





投票者の平均納税額 241,478円 239,451円 271,181円
うち最高額 14,300,800円 15,177,500円 20,337,200円
うち最低額 100円 1,500円 1,000円
個人市民税の平均納税額 137,212円 141,150円 156,837円
平成20年度 平成21年度 平成22年度
投票者の平均納税額 233,418円 234,177円 218,655円
最高額 18,494,200円 12,585,800円 N.A
最低額 2,000円 2,900円 N.A








































平成18年度平成17年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度
図１　１人当たり納税額（H17～21年度）
─　 ─183
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（10）	 大阪府池田市や大阪狭山市などでは，個人市民税の「１%」について，地域のコミュニティ推進協議会など
に予算編成権を与えている。
─　 ─189
〔抄　録〕
本稿では，千葉県市川市の「１％支援制度」について，第一に，所得税制や行財政制度
の観点から評価した。第二に，公表されている市の資料に加えて，筆者らが独自に得た
データを分析することで投票者の投票行動や団体の特性について概観した。
最初に，市独自の取り組みである「１％支援制度」について，市長の予算提案権や議会
の議決権など既存の行財政制度の枠組みに照らして，論点を整理した。
次に，データを分析した結果，投票した納税者の属性については，男性が圧倒的に多い
こと，また高所得者ほど投票率が高かったことを確認した。所得別では，課税総所得金額
330万円超から段階的に投票率が上昇し，「1800万円超」のブラケットでは10％超の投票率
があった。
また，所得源泉別に見ると，給与所得者では，課税総所得金額「330万円超－695万円以
下」の所得層の投票者が最も多くを占めていた。給与所得以外の所得源泉を持つ者では，
不動産経営などを営む富裕層と年金収入のみの高齢者層が多いことが推認された。
